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◆事業方針（計画等における位置づけ） 
当市は、平成２３年度より小中一貫教育に取り組み、全１０校（小学校７校・中学校３校）が中学

校を軸として、中学校区ごとに連携して様々な事業を展開している。その連携事業を円滑に進めるた
め、各中学校区に小中一貫教育学習コーディネーター１名、計３名を配置して小中学校の間や学校と
地域の間をつなぐ役割を担ってきた。そうした中、本市の学校支援地域本部の取組みとして、平成２
５年度から羽村三中校区に学校支援地域本部を設置し、平成２６年度には羽村一中校区、二中校区に
も設置した。小中一貫教育の仕組みを活用した学校支援地域本部となっている。 

 
 
 
◆地域学校協働活動（学校支援活動を含む）の実施体制（特徴・工夫等含む） 

平成２７年度より、学校支援地域本部事業をより推進していくため、羽村二中校区に配置していた
小中一貫教育学習コーディネーター１名を、学校支援地域本部コーディネーターとして、位置付けを
変更した。現在、羽村二中校区の学校支援地域本部コーディネーターが、その他の小中一貫教育学習
コーディネーター２名をまとめながら活動に取り組んでいる。 
 

 
 
◆運営委員会 
定期的に各コーディネーターの活動報告、成果や課題などについて情報交換を行うため、連絡会を

開催している。学校支援地域本部コーディネーター１名、小中一貫教育学習コーディネーター２名、
市教育委員会（学校教育担当課、生涯学習担当課）が参加し、活発な情報交換が行われている。 
 
 

 
◆広報活動（パンフレット、ＨＰ活用、広報誌、報告書など） 
学校支援地域本部コーディネーターが必要に応じてチラシ等の作成・配布を行い、学校を支援する

ための地域ボランティアを募集している。 
 
 
 
◆コーディネーターの育成・交流の機会提供や学校に対する事業理解促進 
運営委員会を通じて、コーディネーター間の交流、情報交換を図っている。そこでの交流、情報交

換を活かし、それぞれ学校への事業理解促進にも努めている。 
 

 
 
◆成果 
小中学校の間、学校と地域の間を円滑につなぐことができ、スムーズに連携事業を実施することが

できている。小中学校の間での交流、地域の方との交流により、児童・生徒にとって日ごろ接するこ
とができない相手との貴重な経験や体験ができ、話を聞くこともできている。 
 

 
 
◆課題・展望 
学校支援活動は、今までも各校で実施されていたが、小中一貫教育の取組みの中で、中学校区ごと

や市全体として取り組むようになった。現在は継続して組織・体制づくりを進めている段階である。
運営委員会を通して当市にあったより良い方法を検討していき、円滑な活動が行われるよう取り組ん
でいる。 
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